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2024 年 6 月 日 

渋谷区議会議長 丸山 高司 殿 

 

訪問介護費の引き下げ撤回と、介護報酬引き上げの再改定を早急に行う 

ことを求める意見書を国に対して送付することを求める陳情 
 

【陳情趣旨】  

この４月からの介護報酬改定で、訪問介護の身体介護、生活援助、通院乗降介助の報酬すべ

てが引き下げられました。報酬の引き下げに対して、訪問介護事業所、とりわけ地域に密着し

た小規模・零細事業所から、今後の安定的な介護サ－ビス提供や事業の継続を危ぶむ声が出

されています。 

訪問による身体介護、生活援助などは、独居の方をはじめ要介護者の在宅での生活を支え

るうえで欠かせないサービスです。在宅介護の基盤が壊滅的になれば、「介護難民」「介護離

職」が確実に広がり、「介護崩壊」を招きかねません。区民からは、「訪問介護事業所がなくな

れば住み慣れた家で暮らしていけない」、「親を介護施設に入れざるを得ない」など、不安の声

が寄せられています。 

厚生労働省は引き下げの理由として、訪問介護の利益率が他の介護サービスより高いこと

をあげていますが、これはヘルパーが効率的に訪問できる高齢者の集合住宅併設型や都市部

の大手事業所が、利益率の「平均値」を引き上げているものであり、介護関係者からは、「実

態からかけ離れている」との声が出されています。 

政府は訪問介護の基本報酬を引き下げても、介護職員の処遇改善加算でカバーできるとし

ています。しかし、すでに加算を受けている事業所は基本報酬引き下げで減収となり、その他

の加算も算定要件が厳しいものが多く、基本報酬引き下げ分をカバーできない事業所が出る

と予想されます。 

⻑年にわたり訪問介護の基本報酬が引き下げられた結果、ヘルパーの給与は常勤でも全産

業平均を月額約６万円も下回ります。ヘルパーの有効求人倍率は 22 年度で 15.5 倍と異常な

高水準となっています。訪問介護事業所では、人手の確保ができないばかりか離職による人

材流失が止まりません。2023 年の訪問介護事業所の倒産は 67 件と過去最多を更新しました。

倒産の大きな要因に人手不足があげられています。 

今回の介護報酬改定では、処遇改善のため報酬を 0.98％引き上げるとしています。これに

より厚生労働省は職員のベースアップを 2024 年度に月約 7500 円、25 年度に月約 6000 円

と見込みます。しかし、財源の根拠が不明確でベースアップが確実に実行される根拠はあり

ません。介護職員の安定的な確保は見通せません。 

このままでは、個々の介護事業所の存続はおろか、訪問介護事業そのものが崩壊してしま

うことになりかねません。在宅介護の基盤を崩壊させないために、下記事項につき、地方自治

法第９９条にもとづき、国に対する意見書をご提出いただくよう陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

１．国に対して、訪問介護費の引き下げ撤回と、介護報酬引き上げの再改定を早急に行うこ

とを求める意見書を送付すること。 

  

【陳情者】 

東京都渋谷区千駄ヶ谷１－３０－７代々木健康友の会内 

渋谷社会保障推進協議会 

会長 林 治 
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№ 区市名 対象

1 葛飾
購入費
設備工事費

６７，０００円
３３，０００円

①R5年度またはR6年度分住民税均等割非課税
②R5またはR6年度分住民税均等割のみ課税世帯
③せ活保護を受給中の世帯

2 江戸川 購入費 ５４，０００円

①生活保護をうけていないこと
②直近３カ月のうち収入基準額を満たす月が１カ月はある
こと
③申請時の預貯金額が資産基準額を満たしていること

3 練馬
購入費
設備工事費

６７，０００円
３８，０００円

①世帯全員が住民税非課税
②児童扶養手当を受給中
③生活保護を受給中

4 墨田
購入費
設備工事費

６２，０００円
３８，０００円

①生活保護で設備等の受給を受けることができない世帯
②R5年度分の住民税非課税世帯で、墨田区価格高騰支
援給付金（追加給付）の支給対象世帯

5 荒川 購入費 ５０，０００円

①６５歳以上のみの世帯
②身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者福祉手帳保
持者、もしくは要介護４以上の認定を受けている方がいる
世帯
③就学前の子どもがいる世帯

6 港 購入費 ７７，０００円

①６５歳以上のひとり暮らし世帯、または６５歳上の高齢
者のみの世帯、または６５歳以上の高齢者と障害者のみ
の世帯
②世帯全員が住民税非課税

7 足立 購入費 ７０，０００円

①世帯全員が６５歳以上の世帯
②障害者のみの世帯
③６５歳以上の方と障害者のみの世帯
④児童扶養手当法に規定される１８歳に達した年度末ま
での児童（中度以上の障がいの状態にある２０歳未満の
児童を含む）とその養育者を含む世帯（ひとり親家庭等）

8 豊島 設置費 ８０，０００円
①７５歳以上でひとり暮らしの高齢者のみの世帯
②世帯全員の介護保険料所得段階が１から３の世帯
③生活保護を受給していない世帯

板橋生活と健康を守る会

金額

エアコン購入費等の助成の実施状況
２０２４．６．２１
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事務局　　町田地区労
八柳　ひろ子

                              

について、

＜本田宏先生講演「医療・介護・マイ

ナカード」＞５月12日（日）３３名参加

日本国内で起こった最後の内戦、西南

戦争で激しいインフレがおこり、公立病

院が削減された。戦争には金がかかる。

「樹液を吸い取る政治」この50年で国民

は負担増になった。

国民の関心を政治に向けさせないよう、

大谷のホームランや那須の犯罪など過度

な報道が、一役かっている。

医療と介護、憲法は守られているのか。

医療費を削減するために医者を減らし、

１３万人も医師不足。

公立病院の再編成は、建築で儲かる構

図。介護保険料を支払っても、サービス

が受けられない介護保険は国家的詐欺だ。

マイナ保険証、世界では例がない。自分

のデータを誰が見たか分かるようになら

ないと利用はできない。

日本の社会保障費は、OECDで１９位。

デンマークは、社会保障が充実、貧困格

差が少なく、個人の自由度や政府に対す

る信頼度が高い。ドイツはナチスへの反

省で、学校でデモの手順を教える。日本

では、戦争の懸念をあおる。

『「わたしは、だまされない」ために、

世界を視野に、絶対諦めないで明るく楽

しく運動しよう。』とユーモアを交えな

がらの講演でした。 ⇒右へ

⇒中身が濃いのに、

楽しく聞くことができました。

分かりやすくて良かったなどの感想でした。

学習会後に社保協の総会、

６団体９名の出席でした。

1）2023年度の活動は、

幹事会８回開催。

市へ「高齢者などの医療・介護や公共施設

再編計画」など要請書提出。

その後１５人が出席し、市と懇談の報告。

市議会に「補聴器購入助成」「国保険

税」・「介護保険料」値上げ中止の請願、

不採択。

2）2024年度活動方針

東京社保協などの団体と、

社会保障制度の改善を目指すこと。

「市民の声をきく町田市政をめざす会」と

ともに町田市政をよくするために、

運動してすることを確認しました。

----------------------------------

６月市機会に

「加齢性難聴の補聴器購入補助」請願提出。

6/19（水）１０時～健康福祉委員会で審議、

傍聴よろしくお願いします。

----------------------------------

次回：7月9日（火）１９時～

中央公民館 学習室6

「高齢者の共同行動の要請書」の検討ほか

2024年6月号
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加齢性難聴者の補聴器購入の助成を求める請願 

町⽥の国保・医療をよくする市⺠の会 

【請願趣旨】 

加齢性難聴は誰でも起こりえる可能性があり、65歳を超えると急に増加するといわれ、70歳代では2

⼈に1⼈という推計もあります。厚労省の2015年「新オレンジプラン」に、「難聴」が認知症の危険因

子の１つに位置付けられました。ＷＨＯのガイドラインには、脳と聴覚の密接な関係性が示され、「軽

度の難聴でも認知症リスクは２倍」という研究結果もあります。⽇本は超⾼齢化社会で、⾼齢者の５⼈

に1⼈は認知症になるとも言われています。 

難聴になると「聞き返すことが多くなった」「適当に相槌を打っている」など社会参加への壁や、⾞

の近づく音に気付かないなど事故の危険性もあります。『認知症の⼈にやさしいまちづくり』 を進め

ている町⽥市は、補聴器の購入費助成を実施してください。 

⽇本⽿⿐咽喉科学会主催のシンポジウムで「補聴器は難聴が進⾏してからの使⽤ではなく、なるべく

早く使⽤することが対策の⼀番の柱」と強調しています。オトクリニック東京院⻑の⼩川郁⽒は、「⽿

は加齢によって衰えるが、音を聞く脳は⾼齢でも変わる余地がある」と言っています。 

⽇本の難聴者率は、欧⽶諸国と⼤差はないですが、2022年の補聴器所有率は、公的補助制度がある

欧⽶と⽐較して15.2%と低い。⾝体障害者福祉法第４条の⾝体障がい者である⾼度・重度難聴の場合

は、補装具費⽀給制度により原則１割負担です。中等度の難聴には、保険適⽤がなく全額⾃⼰負担で、

補聴器は片⽿当たり概ね10 30万円と⾼額なのが原因と考えられます。 

２３区で実施が⼀番遅れた台東区は、11⽉から開始。都内の市区町村では、4⽉から⼩平市・⽴川市

（１８歳以上が対象）・武蔵野市、今年度中に実施の⻘梅市で9市2村になりました。助成⾦額は、最近

では４万や５万が多く、港区は13万7,000円です。品川区は4⽉より 所得要件が、なくなりました。 

24年度から新設された東京都の「⾼齢者聞こえのコミュニケーション⽀援事業」を活⽤して、町⽥市

は早急に⾼齢者補聴器購入費の助成を実施してください。⾼齢になっても⽣活の質を落とさずに⼼⾝と

も健やかに過ごすことができ、認知症の予防、ひいては健康寿命を延ばし、医療費の抑制にもつながり

ますので、以下の事項を要望いたします。 

 

【請願項目】 

1.加齢性難聴は本⼈が気づきにくいため、聴⼒検査を健康診査等の項目に加えてください。  

2.加齢性難聴者の補聴器購入または現物⽀給について、公的補助制度を創設してください。 

 

2024年 6⽉4⽇ 

町⽥市議会議⻑  ⽊目⽥ 英男様 
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６月１３日 東京地裁判決日 
判決傍聴、報告集会へ参加を！ 

＜当日日程＞ 

１４時  東京地裁前集合 

１４時半 宣伝、入廷行動 

傍聴券抽選はありません。 

傍聴は先着順となります。 

１５時  開廷 １０３号法廷 

     判決直後に地裁前で旗出し 

       法廷に入れなかった方は、地

裁前でお待ちください。 

１６時  報告集会 

     第２衆議員会館 多目的会議室 

 

 判決まで、あと１日半あります。傍聴や集

会参加者を増やしてください。 

１３日の東京地裁判決は、はっさく裁判、

５月３０日に判決のあった個人訴訟に次い

で、東京での生存権裁判の判決３件目となり

ます。先の２件はいずれも原告勝訴していま

す。絶対に負けられません！ 

私たちが原告勝訴を勝ち取るために取り組

んできた東京地裁宛の署名は、４１,４４８   

筆（累計）となり、目標５万筆には達しません

でしたが、昨日最終提出を行いました。ご支援・

ご協力ありがとうございました。 

 判決で勝っても負けても、裁判でのたたかい

は東京高裁へと続くことになると思います。原

告とともに首都圏や全国の裁判に連帯して、引

き続き奮闘していきましょう。 

 

 

 

 

 

６月１６日 蓮舫都知事を誕生さ
せる！決起集会へ会員を誘おう！ 

今度の都知事選挙は、「私の要求」実現へ大

きく近づく可能性を持った選挙となります。 

全都の守る会のがんばりで、蓮舫都知事を

誕生させましょう！その最初の取り組みでも

ある決起集会・・・北トピアの会場、３００

席を満杯にして必ず成功させましょう！ 

  

＜現在の参加状況＞ 

 ＊都生連事務所に報告のあったもののみ 

 

 参加目標の約１/３の到達です！ 
   参加の声かけを広げてください！ 

日 声かけ数 参加者数 参加累計 

６月７日 43 28 28 

  ８日 6 2 30 

  ９日 2 11 41 

  10 日 37 54 95 

 

 短期間の取り組みとなること、どうしても

集会を成功させたいことから、参加集約は毎

日行っています。各単組は、日報を必ず都生

連へ送付ください。 

また、取り組みの様子や声かけの反応など

都生連事務所へご報告下さい。 

 

七夕に願いを込めて・・・ 

都生連ニュース 決起集会速報 No1 
部内資料 2024.6.11 

発行・連絡先・報告提出先  東京都生活と健康を守る会連合会 
〒170－0005 東京都豊島区南大塚３－５１－２ 大塚斉藤ビル１階 

電話０３（５９６０）０２６６  Fax０３（５９６０）０２６８ 

E-mail toseiren@s8.dion.ne.jp 
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111-0051 4-6-8

03-5687-2967 info@fukuho-tokyo.jp
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 2016  

 

2017  

 

2019  

 

2020  

 

 5 9 .7  5 3 .6  5 1 .8  5 5 .0  

10  47.6  43.6  42.3  54.0  

20  37.7  32.4  33.2  41.2  

30  51.9  43.4  42.5  50.2  

40  59.5  53.1  49.8  56.5  

50  67.6  61.3  57.3  60.2  

60  74.5  69.0  65.7  63.7  

70  66.5  61.6  60.9  57.1  
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 労働関係情報 ＣＵ掲示板 ２０２４年 ６月２０日    

お知り合いや団体、組織内での転送、回覧、クリックを、よろしくお願いします  

  ※ ファイルが開けない場合は、タイトルなどから、検索をしてください。 

● ● 岸田内閣支持率１９．１％/政権復帰後最低/ＡＮＮ世論調査 しん

ぶん赤旗 ６月１８日 

● 男女平等調査 日本は 146 か国中 118 位 政治経済で女性の進出遅

れ 

  https://www3.nhk.or.jp ＮＨＫ ６月１２日 >国際ニュース一覧 

2024/6/12 -世界各国の男女間の平等に関する調査で、日本は 146 か国中 118 位と去年から順

位を上げたものの、依然として政治と経済の分野で女性の進出の遅れが際立つ ... 

● ● 「間接差別」認定判決が確定 AGC 子会社、東京地裁 

 https://www.tokyo-np.co.jp >article 東京新聞 ５月２９日 

2024/5/29 -「間接差別」認定判決が確定 AGC子会社、東京地裁. 2024 年5 月29日 12 時 ... ほ
ぼ全員が男性で構成される総合職のみに家賃を補助するのは男女差別だとして、ガラス最大手Ａ

ＧＣの子会社に勤務する一般職の女性（４４）が損害賠償などを求めた訴訟で、男女雇用機会均等

法が禁じる「間接差別」と認めた東京地裁判決が２９日までに確定した。２８日付。 
 女性の代理人弁護士は、２００７年施行の改正男女雇用機会均等法で導入された

「間接差別」が裁判で認定されるのは初めてとしていた。 
 １３日の判決で別所卓郎裁判長は、補助制度の利用を総合職に限ることは「事実上

男性にのみ適用される福利厚生で、女性に相当程度の不利益を与えていることに合

理的理由はない」と認定した。 
● 選択的夫婦別姓阻む理由ない/田村委員長、早期実現迫る/首相、女性の不利益「重く受け

止める」/初の党首討論 しんぶん赤旗 ６月２０日   参考●「女性版骨太の方針２０

２４」決定、男女間賃金差の公表、１００人超の企業へ拡大検討／政府会議  政府は６
月 11 日、「すべての女性が輝く社会づくり本部」及び「男女共同参画推進本部」の合同会
議を開催し、「女性版骨太の方針 2024」を決定した。重点事項として「企業等における女
性活躍の一層の推進」のため、女性役員登用目標（東証プライム市場上場企業では 2025 年
目途に１名以上の女性役員の選任、30 年までに女性役員比率 30％以上など）の達成に向け
た各企業の行動計画策定を促進する。「女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の一層
の推進」のため、男女間賃金格差の是正に向け、男女の賃金差の公表義務を常用労働者数
101 人以上 300 人以下の事業主へ拡大することを検討し、特に賃金格差の大きい業界につ
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いてはアクションプラン策定を促す、としている。 ※ 以上は 要 監視。 

● 一般社団法人新経済連盟(所在地：東京都港区、代表理事：三木谷浩史・※ 楽天経営ほ

かで著名)は、 2024 年 6 月 7 日、労働基準法等の見直しに関する提言を公表しました。   
「現在、厚生労働省において「労働基準関係法制研究会」が開催され、労働基準法等の見直し

の検討が行われていますが、当連盟としては、多様な働き方の希望を持つ者がその希望に応じた

働き方ができるよう、労働基準法その他労働法制の大胆な改革が必要と考えています。 
そこで、新経済連盟は以下の基本的考え方に基づき、4 つの事項を柱とした提言を公表するこ

ととしました。」  提言全体版はこちら ※ 日本の経営側の新方針か？ 
https://jane.or.jp/app/wp-content/uploads/2024/06/202400607dodument.pdf 
【提言の基本的考え方】  【提言事項】  1. ホワイトカラーの新たな労働時間制度の創設（仮称：

ホワイトカラー・オプション）  2. 年次有給休暇の時間単位取得の上限撤廃 
3. 労働者性の判断基準の見直し  4. 労使コミュニケーションのあり方の検討 

 
● 【 立ち読み知識   】 ● 少数だけれど郵便産業労働者ユニオンに加入してい
る、郵便局勤務の有期時給契約の人たちが、正社員との労働条件の違いを訴えて２０２０
年１０月１５日に最高裁で勝ってたのに、今年の５月３０日、東京地裁で、請求を認めら
れなかった！って、本当？？？  

(回答) そうなんだ。本人たちが加入していない多数派の労働組合(ＪＰ労組)と会社が協定を結

んだ結果、正社員の条件変更を理由にし、住居手当の廃止や病休日数の付与と扶養手当の支給

についての不利益等認められなかったが生じたことに対する損害賠償請求が、認められなかった

事件だよ。そもそもは、旧労働契約法２０条及びパート有期労働法８条は、時給制契約社員らの労

働条件を改善することを目的とした立法で、政府答弁(２０１８年通常国会審議での加藤厚労大臣

答弁)でも、「同一労働同一賃金の目的は非正規労働者の待遇改善であり、不合理に低くなってい

る方の待遇の改善を図る訳」と、言っているのにね。 

 多数派と決めたからと言って、別組合の人に対して、病気休暇では、有期から無機に変更した場

合、１０年勤務までは３０日が認められ１０年を超えたら６０日が認められるのに、１０日あれば不合理

では無いとの判決だ。 

 多くの職場に影響が出るし、早く、事態の経過と本質を広め、支援と共闘が大事だね。 

● ＣＵ東京 第 16 回定期大会についてご案内いたします。6 月 29 日（土）13 時開会 
会場 けんせつプラザ東京・東京土建本部 ５階大会議室  

ＣＵ(コミュニティユニオン)東京 (東京地評)  〒170－0005 東京都豊島区 南大塚２-３３-１０ 

東京労働会館 １階  TEL  ０３－３９４６－９２７７  FAX ０３－５３９５－３２４２    

組合費 月 ２０００円、内１０００円は 労働共済費。 協力組合員は １０００円。駆け込み寺機

能と、まともな労使関係をめざし、首都で個人加盟３千名目標に拡大中。中小企業家との共同・連
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携、市民と野党の共闘も追及。 近況確認と 保存資料閲覧は ＣＵ東京 ＨＰへ。          

情報、連携先紹介は  発信元 m-maezawa-dan@jcom.zaq.ne.jp  前澤檀まで。                       
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